
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年９月 

北広島市 

  

子ども・子育て支援サービスの 

「量の見込み」と「確保方策」 

について 
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１ 教育・保育提供区域の設定 

○ 教育・保育提供区域は、子ども・子育て支援法にかかる教育・保育事業を提供する基礎とな

る市町村内の区域で、教育・保育施設や地域型保育事業の認可・認定の際に需給調整の判断

基準となります。 

○ 教育・保育提供区域は、保護者や子どもが居宅から容易に移動することが可能な区域を基本

に、地理的条件、人口、交通事情などの社会的条件、教育・保育の整備状況などを総合的に

勘案し、市町村が独自に設定します。 

○ 北広島市においては、教育・保育提供区域と地域子ども・子育て支援事業（区域設定の必要

な 11 事業）提供区域を次のとおり設定します。 

 

（１）教育・保育提供区域 

事業区分 提供区域 区域設定の考え方 

1 号認定（3～5 歳） 

全市（１地区） 

教育施設（幼稚園）については、す

べて送迎バスの運行を行っている

ほか、教育方針や園の特色によって

選択される傾向がある。 

また、保育施設については、自宅近

くの施設を希望する場合のほか、通

勤経路または勤務地近くの施設を

希望する場合もあることなどから、

第 1 期計画を継承し、全市を 1 区

域として設定します。 

2 号認定（3～5 歳） 

3 号認定（0 歳） 

3 号認定（1～2 歳） 
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（２）地域子ども・子育て支援事業提供区域 

事業 提供区域 区域設定の考え方 

①利用者支援事業 全市（１地区） 
市の面積や人口規模から第 1 期計
画を継承し、全市とします。 

②地域子育て支援拠点事業 全市（１地区） 
提供体制、利用状況を踏まえ、第 1
期計画を継承し、全市とします。 

③妊婦健康診査事業 全市（１地区） 
受診者が希望する医療機関を選択
し受診する事業であり、第 1 期計
画を継承し全市とします。 

④乳児家庭全戸訪問事業 
（赤ちゃん訪問事業） 

全市（１地区） 
訪問型の事業であり、第 1 期を継
承し、全市とします。 

⑤養育支援訪問事業及び要保護児童
対策地域協議会その他の者による
要保護児童等に対する支援に資す
る事業 

全市（１地区） 
支援の必要な人に対し、市内全域を
対象に実施している事業であり、第
1 期を継承し、全市とします。 

⑥子育て短期支援事業 
（ショートステイ事業、トワイライトステイ事業） 

全市（１地区） 
提供体制、利用状況を踏まえ、第 1
期を継承し、全市とします。 

⑦子育て援助活動支援事業 
（ファミリー・サポート・センター事業） 

全市（１地区） 
提供体制、利用状況を踏まえ、第 1
期を継承し、全市とします。 

⑧一時預かり事業 全市（１地区） 
教育・保育施設で実施しており、教
育・保育の提供区域と同じ全市とし
ます。 

⑨延長保育事業 全市（１地区） 
各保育施設で実施しており、教育・
保育の提供区域と同じ全市としま
す。 

⑩病児保育事業 全市（１地区） 
提供体制、利用状況を踏まえ、第 1
期を継承し、全市とします。 

⑪放課後児童健全育成事業 
（学童クラブ） 

小学校区 

利用できる施設が小学校区内に限
られることから、提供区域は第 1
期計画を継承し、小学校区としま
す。 
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２ 児童人口の将来推計 

計画期間の児童人口の推計に当たっては、住民基本台帳の人口推移を踏まえ、コーホート変化率

法により算出しました。 

就学前児童及び小学生児童ともにおおむね減少する見込みとなっています。 

 

■就学前児童数の推計値 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

０歳 279 301 289 279 269 260 

１歳 341 313 338 325 313 302 

２歳 362 370 340 367 352 340 

３歳 377 377 385 355 383 366 

４歳 442 397 397 405 373 403 

５歳 400 456 410 410 418 385 

合計 2,201 2,214 2,159 2,141 2,108 2,056 

※住民基本台帳人口（平成 26 年～平成 31 年、各年４月１日現在）に基づくコーホート変化率法による推計 

 

■小学生児童数の推計値 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

６歳 449 411 468 421 421 429 

７歳 462 458 419 478 430 430 

８歳 456 471 467 427 487 438 

９歳 518 460 475 471 430 491 

10 歳 495 523 464 479 475 434 

11 歳 536 497 525 466 481 477 

合計 2,916 2,820 2,818 2,742 2,724 2,699 

※住民基本台帳人口（平成 26 年～平成 31 年、各年４月１日現在）に基づくコーホート変化率法による推計 
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３ 教育・保育の需要量及び確保方策 

教育・保育提供区域ごとに、計画期間における教育・保育の量の見込み、量の見込みに対応する

教育・保育施設及び地域型保育事業等による提供体制の確保方策及び実施時期を定めます。 

単位：人 

区分 
令和 

元年度 
（実績※） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

１号認定（教育／３歳以上） 

 量の見込み ① 

720 

741 720 711 715 707 

 確保方策  ② 974 974 974 974 974 

 過不足（②－①） 233 254 263 259 267 

２号認定（保育／３歳以上） 

 量の見込み ① 

446 

468 454 447 452 444 

 確保方策  ② 475 463 478 478 478 

 過不足（②－①） 7 9 31 26 34 

３号認定（保育／１・２歳） 

 量の見込み ① 

315 

321 334 357 359 361 

 確保方策  ② 295 315 361 361 361 

 過不足（②－①） △26 △19 4 2 0 

３号認定（保育／０歳） 

 量の見込み ① 

111 

108 108 108 109 109 

 確保方策  ② 104 104 113 113 113 

 過不足（②－①） △4 △4 5 4 4 

2 号認定 3 号認定合計 

 量の見込み ① 

872 

897 896 912 920 914 

 確保方策  ② 874 882 952 952 952 

 過不足（②－①） △23 △14 40 32 38 

※実績は４月１日現在で待機児童を含む（但し、３号認定（０歳）の実績は平成 30 年 10 月１日現在） 

 

≪確保方策について≫ 

○ １号認定は、市内の認定こども園及び幼稚園（私学助成園を含む）の定員合計で量の見

込みに対する供給量を確保できる見込みです。 

○ ２号認定（３歳以上）は市内の認定こども園、認可保育所の定員合計で量の見込みに対

する供給量を確保できる見込みです。 

○ ３号認定の量の見込みは、１・２歳が増加、０歳がおおむね横ばいに推移する見込みで

す。 

○ 供給量の不足が予測される令和 2 年度と令和 3 年度は、定員の弾力的な対応の中で受け

入れ可能と考えています。 

○ 定員拡大や年齢別定員の調整を要請するなど、令和４年度までに量の見込みに対応でき

る提供体制の確保を目指します。 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の提供 

地域子ども・子育て支援事業についても、利用者の現在の利用状況と利用希望を踏まえて、計画

期間の量の見込みを設定し、提供体制の確保方策及び実施時期を定めます。 

 

（１）利用者支援事業 

子どもとその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育所での教育・保育や、一時預かり、放課

後児童健全育成事業（学童クラブ）等の地域子育て支援事業等の中から適切なものを選択し、円

滑に利用できるよう、情報提供や必要に応じ相談・助言等を含めた支援のほか、子育てガイドや

子育てサイトを活用した情報の発信を行う事業です。 

２か所の利用者支援事業は子育て世代包括ケアシステム「きたひろすくすくネット」として一

体的に運営しています。 

 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実施 

か所 

（か所） 

合 計 2 2 2 2 2 2 

 基本型・特定型 1 1 1 1 1 1 

 母子保健型 1 1 1 1 1 1 

 

≪確保方策について≫ 

今後も、「きたひろすくすくネット」において包括的に利用者支援事業を提供します。 

 

（２）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て相談、子育て講座、子育てサ

ークル支援、情報提供等を実施する事業です。 

本市では、地域子育て支援センター「あいあい」、西の里きらきら保育園内「どんぐり」、大

曲いちい保育園内「ぶらんこ」の合計３か所で実施しています。 

量の見込みは、ニーズ調査の結果から算出しました。 

 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

利用者数 

（回/月） 

量の見込み ① 

2,089 

2,071 2,035 2,044 1,966 1,898 

確保方策  ② 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

過不足（②－①） 929 965 956 1,034 1,102 

実施か所（か所） 3 3 3 3 3 3 

 

≪確保方策について≫ 

現状の実施体制を維持し、今後も引き続き量の見込みに対する供給量を確保していきます。 
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（３）妊婦健康診査事業 

妊娠中の異常を早期に発見し、適切な医療につなげ、母子の健康増進を図るため妊婦健康診査

費を助成します。受診票の発行により費用負担の軽減を図るとともに、定期受診を促し、妊婦の

健康と胎児の発育を守ります。 

本市では、妊婦一般健康診査受診票を14回分、超音波検査受診票を６回分発行しています。

また、必要な方には妊婦精密健康診査受診票を発行します。 

量の見込みは、0歳児全見込み数を、健診回数は1人あたり14回（1人あたりの最大受診回数）

としてそれぞれ算出しました。 

 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

受診券 

発行者数 

（人） 

量の見込み ① 

288 

301 289 279 269 260 

確保方策  ② 301 289 279 269 260 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 

健診回数 

（回） 

量の見込み ① 

3,066 

4,214 4,046 3,906 3,766 3,640 

確保方策  ② 4,214 4,046 3,906 3,766 3,640 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 

 

≪確保方策について≫ 

現状で対応可能と考えられることから、この体制を維持し引き続き事業を行います。 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業（赤ちゃん訪問事業） 

生後2か月までの乳児のいるすべての家庭を保健師が訪問します。親子の健康状態と育児状況

や養育環境などの確認や助言を行い、子育てに関する情報提供等を行っています。量の見込みは、

０歳児全見込み数で算出しました。 

 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

訪問人数 

（人） 

量の見込み ① 

262 

301 289 279 269 260 

確保方策  ② 301 289 279 269 260 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 

 

≪確保方策について≫ 

現状で対応可能と考えられることから、この体制を維持し引き続き事業を行います。 
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（５）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対す

る支援に資する事業 

養育支援訪問事業では、望まない妊娠や妊婦健診の未受診等により妊娠期から継続的な支援を

特に必要とする家庭や育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに

対して不安や孤立感等を抱える家庭を保健師が訪問し、具体的な養育に関する指導助言等を実施

しています。 

また、「北広島市要保護児童対策地域協議会」を設置し、要保護児童等に関する情報その他要

保護児童の適切な保護を図るために必要な情報の交換を行うとともに、要支援児童等に対する支

援の内容に関する協議を行っています。 

量の見込みは養育支援訪問事業について、過去の実績から算出しました。 

 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

養育支援

訪問件数 

（件） 

量の見込み ① 

76 

73 72 70 69 68 

確保方策  ② 73 72 70 69 68 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 

 

≪確保方策について≫ 

養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する

支援に資する事業は、現状の体制を維持し引き続き事業を行うとともに、関係機関と連携を

図ります。 

 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ事業、トワイライトステイ事業） 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童に

ついて、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業です。「天使の園」、「ふくじゅ園」

の2施設で対応しています。 

量の見込みは、ニーズ調査の結果から算出しました。 

 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

延べ 

利用人数 

（人日） 

量の見込み ① 

30 

34 33 33 32 32 

確保方策  ② 110 110 110 110 110 

過不足（②－①） 76 77 77 78 78 

 

≪確保方策について≫ 

現状で対応可能と考えられることから、この体制を維持し引き続き事業を行います。 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

子育ての手助けがほしい人（利用会員）、子育てのお手伝いをしたい人（協力会員）、両方を

兼ねる人（両方会員）が登録し、子育ての相互援助活動を行う事業です。 

地域子育て支援センター「あいあい」で実施しています。 

量の見込みは、過去の実績から算出しました。 

 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

延べ 

利用人数 

（人日） 

量の見込み ① 

1,911 

1,836 2,031 2,166 2,341 2,507 

確保方策  ② 2,074 2,193 2,312 2,431 2,550 

過不足（②－①） 238 162 146 90 43 

 

≪確保方策について≫ 

量の見込みは増加する傾向であり、協力会員、両方会員の確保に努め、供給量の確保を目指

します。 

 

（８）一時預かり事業 

保護者のパートタイム就労や疾病・出産などにより保育が一時的に困難となった幼児等につい

て、保育所その他の場所で、一時的な預かりを行う事業です。 

幼稚園在園児を対象とする一時預かりは、市内９施設で実施しています。また、幼稚園在園児

以外では、すみれ保育園、西の里きらきら保育園、大谷むつみ認定こども園等で実施しています。 

量の見込みは、幼稚園在園児は、ニーズ調査の結果から算出し、在園児以外は過去の実績から

算出しました。 

 

①幼稚園在園児対象（一時預かり／幼稚園型） 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

延べ 

利用人数 

（人日） 

量の見込み ① 

40,417 

38,440 37,252 36,565 36,690 36,065 

確保方策  ② 53,942 53,942 53,942 53,942 53,942 

過不足（②－①） 15,502 16,690 17,377 17,252 17,877 

 

②幼稚園在園児以外対象（一時預かり／幼稚園型以外） 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

延べ 

利用人数 

（人日） 

量の見込み ① 

1,070 

1,141 1,112 1,103 1,086 1,059 

確保方策  ② 6,173 6,173 6,173 6,173 6,173 

過不足（②－①） 5,032 5,061 5,070 5,087 5,114 

 

≪確保方策について≫ 

現状で対応可能と考えられることから、この体制を維持し引き続き事業を行います。 
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（９）延長保育事業 

保育認定を受けた子どもについて、通常の開所時間を超えて、保育時間の延長を行う事業です。 

本市では、保護者の勤務形態の多様化に対応するため、通常の11時間を超えて預かる事業と

して平成23年度から本格的に実施しました。現在は市内13施設で実施しています。 

量の見込みは、過去の実績から算出しました。 

 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

延べ 

利用人数 

（人日） 

量の見込み ① 

8,109 

9,120 9,217 9,492 9,680 9,725 

確保方策  ② 10,800 10,800 10,800 10,800 10,800 

過不足（②－①） 1,680 1,583 1,308 1,120 1,075 

 

≪確保方策について≫ 

現状で対応可能と考えられることから、この体制を維持し引き続き事業を行います。 

 

（10）病児保育事業 

病児・病後児保育事業は、病気にかかっている子どもや病気から回復しつつある子どもを医療

機関や保育所に付設された専用スペースなどで一時的に預かる事業です。 

本市における病児・病後児保育は、有料で援助しあう会員組織の事業である緊急サポートネッ

トワーク事業として平成23年度に始まりました。 

量の見込みは、ニーズ調査の結果から算出しました。 

 

区分 
平成 

30 年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

延べ 

利用人数 

（人日） 

量の見込み ① 

38 

482 470 466 459 448 

確保方策  ② 137 144 470 470 470 

過不足（②－①） △345 △326 4 11 22 

 

≪確保方策について≫ 

アンケート調査結果を踏まえると病児保育事業には潜在的なニーズがあると考えられ、実

績を大きく上回る量の見込みがあると想定しています。令和 4 年度までに新たな病児保育サ

ービスの提供体制の整備に努め、供給量の確保を目指します。 
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（11）放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

保護者が就労、疾病その他の理由により昼間家庭にいない小学生を対象に、適切な遊びや生活

の場を提供し、児童の健全育成を図る事業です。全8小学校区で実施しています。 

量の見込みは、過去の実績から算出しました。 

 

①市全体 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

773 

788 831 845 860 874 

 １年生 215 254 235 238 250 

 ２年生 229 203 240 223 222 

 ３年生 163 191 170 200 184 

 ４年生 95 107 126 112 133 

 ５年生 57 43 48 58 50 

 ６年生 29 33 26 29 35 

確保 

方策 

定 員※１ 724 724 750 766 766 

受入可能※２② 1,029 1,029 1,079 1,099 1,099 

過不足（②－①） 241 198 234 239 225 

※１ 定員：登録児童の定員 

※２ 受入可能：生活面積÷2 ㎡×出席率 80％で計算した受入可能児童数 

 

≪確保方策について≫ 

○ これまでの利用率の伸びを考慮すると、今後も利用人数は増加するものと見込まれます。 

○ 8 校区中 2 校区において量の見込みが供給量を上回る見込みのため、施設整備による確

保に向け検討をすすめます。 

○ 施設整備までの間は、教室や公共施設の活用によりスペースを確保し、不足分について

も受け入れができるよう調整を行います。 

○ 環境改善、集団規模の適正化にむけた検討をすすめます。 
 

②学校区別 

■緑ヶ丘小学校区 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

54 

52 59 56 59 62 

 １年生 11 20 14 18 19 

 ２年生 17 10 18 13 17 

 ３年生 14 15 9 15 11 

 ４年生 5 9 10 6 10 

 ５年生 4 2 4 4 2 

 ６年生 1 3 1 3 3 

確保 

方策 

定 員 62 62 62 62 62 

受入可能② 101 101 101 101 101 

過不足（②－①） 49 42 45 42 39 
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■大曲小学校区 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

121 

135 149 165 162 161 

 １年生 42 44 51 36 43 

 ２年生 44 44 46 53 37 

 ３年生 21 34 34 35 41 

 ４年生 15 15 24 24 24 

 ５年生 10 7 7 11 11 

 ６年生 3 5 3 3 5 

確保 

方策 

定 員 114 114 140 140 140 

受入可能② 143 143 193 193 193 

過不足（②－①） 8 △6 28 31 32 

 

■西の里小学校区 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

96 

102 106 113 115 118 

 １年生 30 30 33 29 33 

 ２年生 28 30 30 33 29 

 ３年生 22 25 27 27 29 

 ４年生 13 13 14 16 16 

 ５年生 4 5 5 6 6 

 ６年生 5 3 4 4 5 

確保 

方策 

定 員 84 84 84 100 100 

受入可能② 105 105 105 125 125 

過不足（②－①） 3 △1 △8 10 7 

 

■東部小学校区 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

104 

108 110 108 114 122 

 １年生 29 31 28 35 39 

 ２年生 29 24 26 23 29 

 ３年生 24 25 21 23 20 

 ４年生 11 18 19 16 18 

 ５年生 9 6 10 11 9 

 ６年生 6 6 4 6 7 

確保 

方策 

定 員 110 110 110 110 110 

受入可能② 147 147 147 147 147 

過不足（②－①） 39 37 39 33 25 
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■双葉小学校区 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

90 

98 112 119 120 123 

 １年生 27 38 30 31 31 

 ２年生 28 27 38 30 31 

 ３年生 15 24 23 32 25 

 ４年生 19 11 17 16 23 

 ５年生 5 9 5 8 8 

 ６年生 4 3 6 3 5 

確保 

方策 

定 員 80 80 80 80 80 

受入可能② 149 149 149 149 149 

過不足（②－①） 51 37 30 29 26 

 

■大曲東小学校区 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

119 

113 110 105 105 100 

 １年生 29 33 30 31 28 

 ２年生 32 27 31 28 29 

 ３年生 29 25 21 25 22 

 ４年生 10 15 13 11 13 

 ５年生 10 5 7 6 5 

 ６年生 3 5 3 4 3 

確保 

方策 

定 員 94 94 94 94 94 

受入可能② 145 145 145 145 145 

過不足（②－①） 32 35 40 40 45 

 

■北の台小学校区 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

118 

117 122 115 116 109 

 １年生 34 39 28 35 28 

 ２年生 35 31 36 26 32 

 ３年生 22 29 26 30 21 

 ４年生 14 14 18 16 19 

 ５年生 9 5 5 7 6 

 ６年生 3 4 2 2 3 

確保 

方策 

定 員 111 111 111 111 111 

受入可能② 154 154 154 154 154 

過不足（②－①） 37 32 39 38 45 
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■西部小学校区 

区分 
令和 

元年度 
（実績） 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

実利用 

人数 

（人） 

量の見込み計 ① 

71 

63 63 64 69 79 

 １年生 13 19 21 23 29 

 ２年生 16 10 15 17 18 

 ３年生 16 14 9 13 15 

 ４年生 8 12 11 7 10 

 ５年生 6 4 5 5 3 

 ６年生 4 4 3 4 4 

確保 

方策 

定 員 69 69 69 69 69 

受入可能② 86 86 86 86 86 

過不足（②－①） 23 23 22 17 7 

 

（12）教育・保育施設等の実費徴収に係る補足給付事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日

用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用、行事への参加に要する費用

等を助成する事業です。本市では平成30年度から実施しています。 

令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、新制度未移行幼稚園利用者についても、

教育・保育認定子どもと同等の負担軽減を図るため、低所得者等の副食費について助成拡大しま

した。 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能

力を活用した特定教育・保育施設等の設置または運営を促進するための事業です。 

新規参入施設等があった場合に、新規施設等に対する相談、助言等を行います。 


